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飼料自給率向上に向けた

平成20年度行動計画の点検・検証

生産局畜産部

資料２



・ コントラクターによる

受託作業面積 10万ha以上

・ 自給飼料成分の実態調査

・ 需要量に見合った稲わら等

国産流通粗飼料の確保

○ 21年度稲ＷＣＳ作付

8,000ha

○ 飼料用米のモデル実証に

よる利活用体制の構築

１．飼料増産

○ 水田放牧の取組拡大

（肉用牛放牧頭数：5,000頭）

○ 作付面積拡大 2万ha

○ 青刈りとうもろこし作付面積

92,000ha

対応方向

○ 青刈りとうもろこし等の高栄養飼料の作

付拡大や新技術の導入と緑肥からの飼

料作物への転換、水田裏での飼料生産

○ 稲ＷＣＳ等水田を活用した飼料作物作

付面積拡大と飼料用米の利活用円滑化、

多収品種の開発と導入

○ シンポジウム開催や放牧条件整備、放

牧経験牛（レンタカウ）の確保、草地管理

技術の改良による放牧の推進

平成20年度目標

・ コントラクターの育成・強化、ＴＭＲセン

ターの育成と利用拡大

・ 高収量・高品質な飼料生産技術の開発

と実証

・ 国産稲わら等の流通体制の構築

○水田放牧の取組が拡大
肉用牛の水田放牧頭数6,519頭（見込み）

→目標を達成。今後も地域の実態に即した取組
の強化を図る必要

○作付面積拡大 4,300ha
○青刈りとうもろこし作付面積 90,800ha
→作付面積が拡大に転じるが、27年度目標達成

に向けて農地を最大限活用した一層の取組
推進が必要

○20年度稲ＷＣＳ作付 8,931ha（見込み）
→（目標を一年前倒しで達成）
○飼料用米のﾓﾃﾞﾙ実証を49地区で実施
→畜産物の実証・ＰＲを一層推進する必要

○ｺﾝﾄﾗｸﾀｰによる受託作業面積
11.8万ha（H19年度）

→北海道、九州に集中、全国的な育成が必要

○飼料分析による実態把握の推進
→粗飼料の品質確保のための一層の推進必要

○国産稲わらの確保の推進
→稲わら等粗飼料の広域流通による生産・利用

拡大の一層の推進が必要

取組の結果と課題



○ 配合飼料メーカー６工場と食品残さ

飼料化業者４工場におけるエコフィード

増産の取組の実施

→ 更なる取組の推進が必要

○ 配合飼料メーカー６工場と食品残さ

飼料化業者４工場におけるエコフィード

増産の取組の実施

→ 更なる取組の推進が必要

○ 44地域において地域協議会が設置さ

れ、食品残さの賦存量の調査や給与

試験等、エコフィードの利用方策の検

討等を実施

○ 18地域においてエコフィードに関する

技術研修等を実施

→ 地域の取組の具体化が必要

○ 44地域において地域協議会が設置さ

れ、食品残さの賦存量の調査や給与

試験等、エコフィードの利用方策の検

討等を実施

○ 18地域においてエコフィードに関する

技術研修等を実施

→ 地域の取組の具体化が必要

○ エコフィード認証制度の構築

【平成21年３月23日から申請受付開始】

→ 畜産物の表示認証が必要

○ エコフィード認証制度の構築

【平成21年３月23日から申請受付開始】

→ 畜産物の表示認証が必要

２．エコフィード推進

○ 広域における安定供給体制の確

保

○ 広域における安定供給体制の確

保

項 目項 目

○ 地域における安定供給体制の確

保及び必要な専門技術者等の確保・

育成

○ 地域における安定供給体制の確

保及び必要な専門技術者等の確保・

育成

平成20年度目標平成20年度目標

○ エコフィードの広域利用

（配合飼料原料としてのエコフィードの

利用拡大）

○ エコフィードの広域利用

（配合飼料原料としてのエコフィードの

利用拡大）

○ モデル的な地域協議会の設置

○ 専門技術者確保・育成のための研

修等の推進

○ モデル的な地域協議会の設置

○ 専門技術者確保・育成のための研

修等の推進

○ エコフィード認証制度の構築○ エコフィード認証制度の構築

取組結果と課題取組結果と課題

○ 安心して利用できる仕組みの構築○ 安心して利用できる仕組みの構築

エコフィード利用量拡大 5万ＴＤＮ㌧



項　　目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

○飼料増産運動

○飼料作物作付面積の拡大
　・青刈りとうもろこしの作付拡大

○稲WCS作付面積の拡大、
　 飼料用米の利活用推進

○水田放牧の推進

○国産粗飼料の生産・流通の円滑化
　・飼料生産の外部化の推進

　・高品質な粗飼料生産の推進

　・国産稲わら等の利用推進

○広域における安定供給体制の確保

○安心して利用できる仕組みの構築
　・エコフィード認証制度の構築

　　飼料自給率向上に向けた平成２０年度行動実績

○地域における安定供給体制の構築と
　必要な専門技術者等の確保・育成

　・理解醸成等（消費者、畜産関係者等）

２０年度裏作青刈りとうもろこし
作付増進重点活動

　　　　　　　２０年度稲 WCS作付増進重点活動

【4月～】　各主体ごとの飼料自給率向上戦略会議　（都道府県、農業団体）
１　飼料自給率向上のための
    推進体制の整備

２　自給飼料増産のための
    具体的行動計画の策定と検証

放牧サミットの開催

２０年度稲わら仲介・斡旋重点活動

　２１年度稲WCS作付増進重点活動

　　　　　草地コンクールの開催

【3月27日】 飼料自給率向上戦略会議

　ブロック会議の開催

飼料増産重点地区の検証

ｺﾝﾄﾗｸﾀｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
研修の開催

稲WCSｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
研修の開催

放牧伝道師
養成研修の開催

飼料増産重点地区の19年度計画とりまとめ
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平成20年度行動計画の点検・検証
平成21年度行動計画の策定

平成20年度行動計画の点検・検証平成20年度行動計画の策定

飼料増産重点地区の追加登録

　コントラクター実態調査

２０年度稲わら　収集活動強化

　放牧可能地仲介・斡旋
　（水田放牧可能地について重点的に取り組む）
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２０年度稲わら　（広域）需給調整

【3月17日】全国飼料増産行動会議【4月22日】　 全国飼料増産行動会議

水田放牧の取組拡大
（肉用牛の増頭）

　国産稲わらの飼料利用の拡大

肉用牛増頭戦略会議

参　　考

飼料作付面積の拡大

　稲ＷＣＳ作付面積の
　　　　　拡大

青刈りとうもろこしの作付拡大

【3月27日】農林水産省 飼料自給率向上戦略会
議

　　　コントラクターの受託作業面積の拡大

全国コントラクター
連絡協議会の開催

 【9月1日】　第１回幹事会

自給飼料の成分実態調査

飼料米給与方法のモデル実証への取組

　2１年度青刈りとうもろこし作付増進重点活動

【３月～】

【9月～2月】

【4,300ha増】

【4,700ha増】

【2,592ha増】

【6591頭】
【10月23～25日　26人】

【9月17,18日】

【10月16～17日　48人】

【国産飼料資源活用促進総合対策事業等 】
【2月27日　204人】

【10月14～16日　54人】

【49地区】

【4月～】

【4月】

【4月25日】
【11.8万ha】

３　食品残さ飼料化推進のための
　　具体的行動計画の策定と検証

　　　　　　　　全国シンポジウムの開催
平成19年度行動計画の点検・検証
平成20年度行動計画の策定

平成20年度行動計画の点検・検証

　　　　　　全国食品残さ飼料化行動会議

　　エコフィード安全性確保のためのガイドラインのＰＲ

　新たな食品リサイクル制度の活用の実践

　エコフィード製造工場の実態調査
　食品残さ利用ネットワークの拡充

 （調査結果の取りまとめ・公表）

　　　　認証制度の開始

食品製造業者に対する飼料化の推進及びリサイクル・ループの活用推進

　食品循環資源の排出実態調査

　　　　　　畜産農家の意向調査

　エコフィード利用畜産物の科学的評価

　配合飼料原料としてのエコフィード利用推進

　地域における行動計画の策定 ・消費者、食品業者、畜産関係者へ情報発信・ＰＲ
・食育の取組推進（現地見学会の開催）等

　２１年度取りまとめ

　適正な飼料化の推進

　　　新たな飼料化施設の整備の推進

　工場の稼働率（生産量）の拡大

エコフィード生産量の拡大

　　　地域未利用資源の利活用の推進

　エコフィード生産・利用の拡大

　行政や研究機関との連携

　エコフィードの付加価値化等の推進　　　エコフィード栄養特性評価手法のＰＲ

地域人材の確保及びエコフィード専門家の連携体制の
強化及び拡充

　人材育成研修等の会催

 専門家ネットワークの更新

　　　　　　全国食品残さ 飼料化行動会議

（平成２１年以降）食品廃棄物等多
量発生事業者の定期報告

　優良事例の収集

【3月23日】

【3月17日】

【12月8・9日】

【４月22日】

　　　　　エコフィード認証制度の検討【５月～】

【６月～】

【４月～】

【６月～】

【６月～】

【４月～】

【５月～】

【４月～】

【４月～】

【５月～】

【４月～】

【８月～】

【６月～】


